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串 間 市 





令和５年度串間市健全化判断比率 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定に基づき算定しました、令和５年度決

算に基づく健全化判断比率は、次のとおりです。 

 

（単位：%） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ 

（１４.０９） 

－ 

（１９.０９） 

７．４ 

（２５.０） 

３８．６ 

（３５０.０） 

 

備考 

１ 「実質赤字比率」の「－」は、実質赤字額がないことを示しています。 

２ 「連結実質赤字比率」の「－」は、連結実質赤字額がないことを示しています。 

３ 各比率の括弧内数値は、串間市の早期健全化基準を示しています。 
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令和５年度串間市資金不足比率 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定に基づき算定しました、令和５年度決

算に基づく資金不足比率は、次のとおりです。 

 

 

特別会計の名称 資金不足比率（%） 備  考 

串間市水道事業会計 

 

－ 

 

令第 17条第 1号の規定により事

業の規模を算定 

串間市病院事業会計 

 

－ 

 

令第 17条第 1号の規定により事

業の規模を算定 

串間市農業集落排水事業特別会計 

 

－ 

 

令第 17条第 3号の規定により事

業の規模を算定 

串間市公共下水道事業特別会計 

 

－ 

 

令第 17条第 3号の規定により事

業の規模を算定 

串間市漁業集落排水事業特別会計 

 

－ 

 

令第 17条第 3号の規定により事

業の規模を算定 

 

備考 

 １ 「資金不足比率」の「－」は、資金不足額がないことを示しています。 

 ２ 経営健全化基準は、いずれの会計においても「２０％」です。 

2



串 監 第 ７ ８ ８ 号  

令和６年８月１６日  

 

串間市長 島 田 俊 光 様  

 

 

                  串間市監査委員  田 中 良 嗣        

                  串間市監査委員  菊 永 宏 親  

 

 

 

     令和５年度串間市健全化判断比率等及び令和５年度  

     串間市資金不足比率等の審査意見について  

    

 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第

１項の規定により、審査に付された令和５年度串間市健全化判断比率並び

にその算定の基礎となる事項を記載した書類、令和５年度串間市資金不足

比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、その

結果について別紙のとおり意見書を送付します。  
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令和５年度 財政健全化審査意見書 
 

１ 審査の概要 

  この財政健全化審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる

事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

（１）総合意見 

   審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

 

記 

                                    （単位：％） 

健全化判断比率 令和５年度 令和４年度 早期健全化基準 備   考 

 

① 実 質 赤 字 比 率 

 

― ― 

令和５年度 

１４．０９ 

令和４年度 

１４．１１ 

実質赤字額が生じて

いないので、実質赤

字比率は―と表示 

 

② 連結実質赤字比率 

 

― ― 

令和５年度 

１９．０９ 

令和４年度 

１９．１１ 

連結実質赤字額が生

じていないので、連

結実質赤字比率は―

と表示 

 

③ 実 質 公 債 費 比 率 

 

 

７．４ 

 

 

７．０ 

 

令和５年度 

令和４年度 

２５．０ 

 

 

④ 将 来 負 担 比 率 

 

 

３８．６ 

 

４４．１ 

令和５年度 

令和４年度 

３５０．０ 

 

 

（２）個別意見 

 ①実質赤字比率について 

   令和５年度の実質赤字比率は実質赤字額が生じておらず、早期健全化基準の１４．０９  

  ％と比較すると、これを下回り良好な状態にあると認められる。 

なお、令和４年度も実質赤字額が生じていない状況にあったところである。 

 ②連結実質赤字比率について 

   令和５年度の連結実質赤字比率は連結実質赤字額が生じておらず、早期健全化基準 

の１９．０９％と比較すると、これを下回り良好な状態にあると認められる。 

 なお、令和４年度も連結実質赤字額が生じていない状況にあったところである。 

 ③実質公債費比率について 

   令和５年度の実質公債費比率は７．４％であり、早期健全化基準の２５．０％と比較 

すると、これを下回っている。 

なお、令和４年度に比べ比率が０．４ポイント増加しており、改善が望まれるところ

である。 

 ④将来負担比率について 

   令和５年度の将来負担比率は３８．６％であり、早期健全化基準の３５０．０％と比 

較すると、これを下回っている。 

なお、令和４年度に比べ比率が５．５ポイント減少している。 

 

  健全化判断比率の４指標は以上のとおりであるが、一般会計、特別会計及び公営企業会

計ともに財政健全化へのさらなる努力を望むものである。 
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令和５年度 経営健全化審査意見書 
 
１ 審査の概要 
  この経営健全化審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 
 
２ 審査の結果 
（１）総合意見 
    審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、 
  いずれも適正に作成されているものと認められる。 

 
記 

（単位：％） 

会  計  名 令和５年度 令和４年度 経営健全化基準 備   考 

串 間 市 水 道 事 業 会 計    ― ― 
 
 
 

 
 
 

２０．０ 

 
 
 
 

資金不足額が生

じ て い な い 場

合、資金不足比

率は―と表示 

串 間 市 病 院 事 業 会 計 ― １７．３ 

串間市農業集落排水事業

特 別 会 計  
― ― 

串間市公共下水道事業  
特 別 会 計 

― ― 

串間市漁業集落排水事業

特 別 会 計 
― ― 

 
（２）個別意見 
    令和５年度における地方公営企業法適用企業の串間市水道事業会計及び串間市病院事

業会計並びに地方公営企業法非適用企業の串間市農業集落排水事業特別会計、串間市公

共下水道事業特別会計、串間市漁業集落排水事業特別会計の資金不足比率は資金不足額

が生じておらず、経営健全化基準の 20.0％と比較するとこれを下回っている。 

なお、串間市病院事業会計においては、令和５年度に一般会計から 300,000 千円の長

期借入を行ったことにより資金不足比率が解消しているが、依然として厳しい経営状況

に変わりはない。引き続き、持続可能な経営体制を確保し、地域医療を支える公立病院

として職員一丸となって経営改革に取り組まれたい。 
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V
er
.0
5.
00

（
単
位
：
％
）

地
方
公
共
団
体

コ
ー
ド

都
道
府
県
名

市
区
町
村
名

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

45
20
76

宮
崎

県
串

間
市

-
-

7
.4

3
8
.6

団
体
区
分

3
.市

↑
※
必
ず
選
択
し
て
下
さ
い
。

（
単
位
：
％
）

標
準
財
政
規
模

（
千
円
）

う
ち
臨
時
財
政
対
策
債

発
行
可
能
額

早
期
健
全
化
基
準

14
.0
9

19
.0
9

25
.0

35
0.
0

6,
87
0,
26
1

3
1
,4
6
8

財
政
再
生
基
準

20
.0
0

30
.0
0

35
.0

総
括
表
①

健
全
化
判
断
比
率
の
状
況

（
令
和
5
年
度
決
算
）

6



V
e
r.
0
5
.0
0

団
体
名

（
単
位
：
千
円
）

会
　
　
計
　
　
名

実
質
収
支
額

（
分
母
比
）

会
　
　
計
　
　
名

資
金
不
足
・
剰
余
額

（
分
母
比
）

一
般
会
計

44
6,
82
6

6
.5

水
道
事
業
会
計

61
8,
69
2

9
.0

市
木
診
療
所
特
別
会
計

2,
35
4

0
.0

病
院
事
業
会
計

94
,7
33

1
.4

一
法

般
適

会
用

計
企

等
業

小
　
　
　
計

44
9,
18
0

6
.5

標
準
財
政
規
模

6,
87
0,
26
1
1
0
0
.0

実
質
赤
字
比
率
　
（
％
）

-
6
.5
3

※

農
業
集
落
排
水
事
業
特
別
会
計

1,
55
9

0
.0

会
　
　
計
　
　
名

実
質
収
支
額

公
共
下
水
道
事
業
特
別
会
計

13
,2
56

0
.2

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
（事

業
勘
定
）

48
,5
13

0
.7

漁
業
集
落
排
水
事
業
特
別
会
計

33
5

0
.0

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

7,
44
3

0
.1

介
護
保
険
特
別
会
計
（事

業
勘
定
）

15
2,
62
4

2
.2

法 非 適 用 企 業

※
　
実
質
収
支
又
は
連
結
実
質
収
支
が
黒
字
で
あ
る
場
合
、

　
「実

質
赤
字
比
率
（％

）」
又
は
「連

結
実
質
赤
字
比
率
（％

）」
は
負
の
値
で
表
示
さ
れ
ま
す
。

合
　
　
　
　
　
計

1,
38
6,
33
5

2
0
.2

標
準
財
政
規
模
（再

掲
）

6,
87
0,
26
1
1
0
0
.0

連
結
実
質
赤
字
比
率
　
（％

）
-
2
0
.1
7

※

一 般 会 計 等 に 属 す る 特 別 会 計

一 般 会 計 等 以 外 の 特 別 会 計 の う ち

公 営 企 業 に 係 る 特 別 会 計 以 外 の 会 計

宮
崎
県
串
間
市

宅 地 造 成 事 業 宅 地 造 成 事 業宅 地 造 成 事 業 以 外 宅 地 造 成 事 業 以 外

総
括
表
②

連
結
実
質
赤
字
比
率
等
の
状
況

（令
和
5年

度
決
算
）
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団
体

名

V
er
.0
5
.0
0

（
単
位
：
千
円
）

①
②

③
④

⑤
⑥

⑦
⑧

⑨
⑩

⑪
元
利
償
還
金
の
額

（
繰
上
償
還
額
等

を
除
く
）
（
３
③

Ａ
表
「
元
利
償
還

金
」
欄
の
数
値
を

転
記
）

積
立
不
足
額
を
考

慮
し
て
算
定
し
た

額
（
３
①
表

「
エ
」
欄
の
数
値

を
転
記
）

満
期
一
括
償
還
地

方
債
の
１
年
当
た

り
の
元
金
償
還
金

に
相
当
す
る
も
の

（
年
度
割
相
当

額
）
（
３
①
表

「
ウ
」
欄
の
数
値

を
転
記
）

公
営
企
業
に
要
す

る
経
費
の
財
源
と

す
る
地
方
債
の
償

還
の
財
源
に
充
て

た
と
認
め
ら
れ
る

繰
入
金
（
３
②
表

「
合
計
※
」
欄
の

数
値
を
転
記
）

一
部
事
務
組
合
等

の
起
こ
し
た
地
方

債
に
充
て
た
と
認

め
ら
れ
る
補
助
金

又
は
負
担
金

公
債
費
に
準
ず
る

債
務
負
担
行
為
に

係
る
も
の

一
時
借
入
金
の
利

子
特
定
財
源
の
額

（
３
③
Ａ
表
「
特

定
財
源
計
」
欄
の

数
値
を
転
記
）

事
業
費
補
正
に
よ

り
基
準
財
政
需
要

額
に
算
入
さ
れ
た

公
債
費

災
害
復
旧
費
等
に

係
る
基
準
財
政
需

要
額

密
度
補
正
に
よ
り

基
準
財
政
需
要
額

に
算
入
さ
れ
た
元

利
償
還
金
及
び
準

元
利
償
還
金
(た

だ
し
、
④
～
⑦
に
係

る
も
の
は
、
地
方

債
の
元
利
償
還
額

を
基
礎
と
し
て
算

入
さ
れ
た
も
の
に

限
る
)

令
和
3
年
度

8
9
2
,5
1
6

3
3
2
,0
0
9

1
4
,5
6
1

6
0
,2
4
1

6
0
6
,3
3
2

1
0
4
,5
7
1

令
和
4
年
度

9
0
8
,5
1
8

3
7
5
,9
9
9

2
3
,8
4
5

5
3
,5
6
9

6
4
2
,8
5
1

9
9
,2
3
3

令
和
5
年
度

9
9
9
,8
1
5

3
1
4
,5
9
1

2
0
,9
7
0

5
3
,8
0
0

6
8
3
,0
4
3

9
8
,4
9
4

⑫
⑬

⑭
⑮

標
準
税
収
入
額
等

普
通
交
付
税
額

臨
時
財
政
対
策
債

発
行
可
能
額

地
方
財
政
法
第
５

条
の
３
第
４
項
第

１
号
の
規
定
に
基

づ
き
総
務
大
臣
が

定
め
る
額

（
特
別
区
の
み
記

入
）

令
和
3
年
度

2
,
3
7
7
,
2
1
9

4
,
3
8
4
,
0
8
5

2
4
2
,9
4
9

令
和
3
年
度

7
.0
4
0
1
5

令
和
4
年
度

2
,
4
7
1
,
8
1
5

4
,
2
9
1
,
3
9
6

6
6
,5
6
1

令
和
4
年
度

7
.7
0
6
4
9

令
和
5
年
度

2
,
5
1
6
,
8
5
9

4
,
3
2
1
,
9
3
4

3
1
,4
6
8

令
和
5
年
度

7
.5
9
0
8
0

（
参
考
）

Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
に
係
る

債
務
負
担
行
為
に
係

る
も
の
（
省
令
第
７

条
第
１
号
）

い
わ
ゆ
る
五
省
協
定

等
に
よ
り
、
利
便
施

設
及
び
公
共
施
設
を

買
い
取
る
た
め
に

行
っ
た
債
務
負
担
行

為
に
係
る
も
の
（
省

令
第
７
条
第
２
号
）

国
営
土
地
改
良
事
業

並
び
に
独
立
行
政
法

人
森
林
総
合
研
究

所
、
独
立
行
政
法
人

水
資
源
機
構
及
び
独

立
行
政
法
人
環
境
再

生
保
全
機
構
の
行
う

事
業
に
対
す
る
負
担

金
（
省
令
第
７
条
第

３
号
）

地
方
公
務
員
等
共
済

組
合
が
建
設
し
た
職

員
住
宅
等
の
無
償
譲

渡
を
受
け
る
た
め
に

支
払
う
賃
借
料
（
省

令
第
７
条
第
４
号
）

社
会
福
祉
法
人
が
施

設
の
建
設
の
た
め
に

借
り
入
れ
た
借
入
金

の
償
還
に
対
す
る
補

助
（
省
令
第
７
条
第

５
号
）

損
失
補
償
又
は
保
証

に
係
る
債
務
の
履
行

に
要
す
る
経
費
の
支

出
（
省
令
第
７
条
第

６
号
）

地
方
公
共
団
体
以
外

の
者
の
債
務
を
引
き

受
け
た
場
合
に
お
け

る
当
該
債
務
の
履
行

に
要
す
る
経
費
の
支

出
（
省
令
第
７
条
第

７
号
）

そ
の
他
こ
れ
ら
に
準

ず
る
と
認
め
ら
れ
る

も
の
（
省
令
第
７
条

第
８
号
）

利
子
補
給
に
係
る
も

の
（
政
令
第
1
2
条
第

４
号
）

令
和
3
年
度

令
和
4
年
度

令
和
5
年
度

7
.4

⑥
の
内
訳

宮
崎

県
串

間
市

実
質
公
債
費
比
率

（
単
年
度
）

実
質
公
債
費
比
率

（
３
カ
年
平
均
）

総
括

表
③

実
質

公
債

費
比

率
の

状
況

（令
和
5
年

度
決

算
）

8



V
e
r.
0
5
.0
0

団
体
名

将
来
負
担
額

（
単
位
：
千
円
）

地
方
道
路
公
社

土
地
開
発
公
社

地
方
独
立
行
政
法
人

第
三
セ
ク
タ
ー
等

(損
失
補
償
、
信
託
、
貸
付
)

11
,6
16
,6
49

0
2,
14
7,
66
5

0
1,
78
5,
03
7

0
0

0
0

0
0

0

（
分
母
比
）

19
3

36
30

充
当
可
能
財
源
等

（
単
位
：
千
円
）

う
ち
都
市
計
画
税

3,
78
7,
24
9

42
8,
36
8

0
9,
00
1,
17
1

（
分
母
比
）

63
7

1
49

2
5
8

21
9

39

1
1
4

14
10
0

Ｃ
　
－
　
Ｄ

設
立
法
人
の

負
債
額
等

負
担
見
込
額

6,
87
0,
26
1

3
8
.6

将
来
負
担
比
率
　
（
％
）

6,
03
4,
92
4

2,
33
2,
56
3

83
5,
33
7

13
,2
16
,7
88

算
入
公
債
費
等
の
額
　
Ｄ

将
来
負
担
額
　
A

標
準
財
政
規
模
　
Ｃ

充
当
可
能
財
源
等
　
Ｂ

15
,5
49
,3
51

債
務
負
担
行
為
に

基
づ
く
支
出
予
定
額

充
当
可
能
基
金

充
当
可
能

特
定
歳
入

基
準
財
政
需
要
額

算
入
見
込
額

地
方
債
の
現
在
高

Ａ
　
－
　
Ｂ

宮
崎
県
串
間
市

組
合
連
結
実
質

赤
字
額
負
担
見
込
額

連
結
実
質

赤
字
額

公
営
企
業
債
等

繰
入
見
込
額

組
合

負
担
等
見
込
額

退
職
手
当

負
担
見
込
額

―

総
括
表
④

将
来
負
担
比
率
の
状
況

（令
和
5年

度
決
算
）

―

＝
＝
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V
e
r 

0
5
.0

0

資
金
不
足
比
率
に
関
す
る
算
定
様
式

(1
4
)　

合
計

共
通
事
項

２
①
表
　
公
営
企
業
会
計
に
係
る
資
金
不
足
額
等

7
2
8
,5

7
5

→
→

→
→

→
→

→
→

→
1
0
.6

法
適
用
企
業

法
適
用
企
業

↑
（
単

位
：
千

円
）

(1
) 

　
(2

)
(3

)
(4

)
(5

)
(6

)
(7

)
(8

)
(9

)
(1

0
)

(1
1
)

(1
2
)

(1
3
)

a-
b
-
c-

d
-
e 

(-
f)

流
動

負
債

 a
控

除
企

業
債

等 b

控
除

未
払

金
等 c

控
除

額
d

P
F
I建

設
事

業
費

等
 e

土
地

前
受

金
 f

（
宅

造
）

算
入

地
方

債
g-

h
-
i(
-
j)

流
動

資
産

g
控

除
財

源
h

控
除

額
i

土
地

評
価

差
額

j 
 （

宅
造

）

地
方

債
残

高
（
宅

造
）

長
期

借
入

金
（
宅

造
）

令
３

条
１

項
の

額
・
令

４
条

の
額

解
消

可
能

資
金

不
足

額

資
金

不
足

額
・
剰

余
額

（
連

結
実

質
赤

字
比

率
）

資
金

不
足

額
（
資

金
不

足
比

率
）

営
業

収
益

の
額

-
受

託
工

事
収

益
の

額

う
ち

指
定

管
理

者
利

用
料

金
k+

l
（
宅

造
の

み
）

資
本

+
負

債
 k

P
F
I建

設
事

業
費

等
の

う
ち

流
動

負
債

に
係

る
リ

ー
ス

債
務

　
l

事
業

の
規

模
(1

0
)o

r(
1
1
)

繰
越

欠
損

金

4
5
2
0
7
6

宮
崎
県

串
間
市

3
6
,8

7
0
,2

6
1
水
道
事
業
会
計

水
道

1
法
適

3
4
,0

7
0

1
6
0
,5

5
0

1
2
6
,4

8
0

0
0

0
0

0
6
5
2
,7

6
2

6
5
2
,7

6
2

0
0

-
0

0
-
6
1
8
,6

9
2

0
6
1
8
,6

9
2

-
3
5
4
,8

4
6

0
-

3
5
4
,8

4
6

-
0

9
.0

4
5
2
0
7
6

宮
崎
県

串
間
市

3
6
,8

7
0
,2

6
1
病
院
事
業
会
計

病
院

1
法
適

2
7
7
,9

5
2

4
5
6
,0

4
3

1
7
8
,0

9
1

0
0

0
0

0
3
7
2
,6

8
5

3
7
2
,6

8
5

0
0

-
0

0
-
9
4
,7

3
3

0
9
4
,7

3
3

-
1
,7

1
5
,5

0
6

0
-

1
,7

1
5
,5

0
6

-
1
,8

5
5
,2

0
9

1
.4

共
通
事
項

２
①
表
　
公
営
企
業
会
計
に
係
る
資
金
不
足
額
等

法
非
適
用
企
業

法
非
適
用
企
業

（
単

位
：
千

円
）

(1
)

(2
)

(3
)

(3
')

(3
")

(4
)

(5
)

(6
)

(7
)

(8
)

(9
)

(1
0
)

(1
1
)

(1
2
)

歳
出

額
算

入
地

方
債

s-
t1

-
t2

-
t3

-
t4

-
t5

+
t6

歳
入

額
 s

継
続

費
逓

次
繰

越
額

 t
1

繰
越

明
許

費
繰

越
額

 t
2

事
故

繰
越

繰
越

額
 t

3
事

業
繰

越
額

t4
支

払
繰

延
額

t5
未

収
入

特
定

財
源

 t
6

う
ち

事
業

繰
越

等
に

か
か

る
も

の
 t

6
'

繰
上

充
用

金
土

地
収

入
見

込
額

 （
宅

造
）

地
方

債
残

高
（
宅

造
）

長
期

借
入

金
（
宅

造
）

令
３

条
１

項
の

額
・
令

４
条

の
額

解
消

可
能

資
金

不
足

額

資
金

不
足

額
・
剰

余
額

（
連

結
実

質
赤

字
比

率
）

資
金

不
足

額
（
資

金
不

足
比

率
）

営
業

収
益

の
額

-
受

託
工

事
収

益
の

額

う
ち

指
定

管
理

者
利

用
料

金
資

本
+
負

債
 （

宅
造

の
み

）
事

業
の

規
模

(1
0
)o

r(
1
1
)

4
5
2
0
7
6

宮
崎
県

串
間
市

3
6
,8

7
0
,2

6
1
農
業
集
落
排
水
事
業
特
別

会
計

下
水
道

1
非
適

3
4
,2

2
5

0
3
5
,7

8
4

3
5
,7

8
4

0
0

0
0

0
0

0
0

-
0

0
-
1
,5

5
9

0
1
,5

5
9

-
5
,2

4
1

0
0

*
*
*

*
*
*

5
,2

4
1

-
*
*
*

0
.0

4
5
2
0
7
6

宮
崎
県

串
間
市

3
6
,8

7
0
,2

6
1
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会

計
下
水
道

1
非
適

9
6
,1

9
8

0
1
0
9
,4

5
4

1
0
9
,4

5
4

0
0

0
0

0
0

0
0

-
0

0
-
1
3
,2

5
6

0
1
3
,2

5
6

-
3
7
,7

4
8

0
0

*
*
*

*
*
*

3
7
,7

4
8

-
*
*
*

0
.2

4
5
2
0
7
6

宮
崎
県

串
間
市

3
6
,8

7
0
,2

6
1
漁
業
集
落
排
水
事
業
特
別

会
計

下
水
道

1
非
適

1
,8

3
9

0
2
,1

7
4

2
,1

7
4

0
0

0
0

0
0

0
0

-
0

0
-
3
3
5

0
3
3
5

-
1
4
1

0
0

*
*
*

*
*
*

1
4
1

-
*
*
*

0
.0

資
金

不
足

比
率

 (
9
)/

(1
2
)

（
％

）

標
準

財
政

規
模

比
 (

8
)/

x
（
％

）

宅
造

区
分

法
適

資
金

不
足

比
率

 (
9
)/

(1
2
)

（
％

）

標
準

財
政

規
模

比
 (

8
)/

x
（
％

）

地
方

公
共

団
体

コ
ー

ド

都
道

府
県

名
市

区
町

村
名

等
団

体
区

分
標

準
財

政
規

模
 x

事
業

区
分

地
方

公
共

団
体

コ
ー

ド

都
道

府
県

名
市

区
町

村
名

等
団

体
区

分
標

準
財

政
規

模
 x

特
別

会
計

名

特
別

会
計

名
事

業
区

分
宅

造
区

分
非

適


